
 

 

 

 

 

大分県竹田市における地域おこし協力隊が運営に携わる交流施設の変遷と連携の実態 

－地方都市における移住・定住の促進に関する研究 その 2－  

準会員 宮下 達平*1 正会員◯姫野 由香*2 同 靏 梨佳*3 同 指方 綾乃*3 

７.都市計画― 3.市街地変容と都市・地域の再生―d 都市再生 

移住 地域おこし協力隊 ヒアリング調査    

1 研究の背景と目的                

わが国の地方都市では,急速な人口減少だけでなく,

若年層の転出超過が続いている 1)。これにより,地方都

市では様々な課題が発生している。その一つに地域の

日常生活を支える人材不足が挙げられ,解決のために

は,多様な地域づくりにおける担い手の確保が求めら

れている 2)。 

このようななか,地域力の維持・強化を図ることを目

的として,平成 21 年に「地域おこし協力隊(以下,協力

隊)」が創設された。協力隊は,定住を前提とした制度で

あり,今後の地域づくりの担い手として期待されてい

る 2)。 

既往研究 3)では,平成27年から平成 30年までの協力

隊員数が,全国の市町村の中で最も多い,大分県竹田市

を対象とし,移住における段階別の課題と解決策を明

らかにしている。そのなかで,移住後の課題として,文化

のギャップや,地域に新参者が入りづらいなど「地域住

民との交流上の課題」が19件中 5件挙げられていた。 

一方,同市では,任期中や任期終了後の協力隊が運営

する,空き物件を活用した施設の開設が確認できる。こ

れらの施設では,移住相談窓口や移住体験など,移住支

援の機能だけでなく,地域住民と移住者や協力隊が参

加するイベントを開催するなど,交流機能が確認でき

る。このような交流施設が,前述の「地域住民との交流

上の課題」解決に寄与することが期待される。 

前稿その 1 では,協力隊による施設開設の経緯や,竹

田市における今後の移住支援策の課題について考察し

た。そこで本稿その2では,任期中や任期終了後の協力

隊が運営に携わる交流施設に注目する。これらの施設

の機能や,地域交流に関する運営の変遷と,整備時にお

ける多主体との連携の実態を明らかにすることで,地

方都市における交流施設の運営・整備に関する有益な

知見を得ることを目的とする。 

2 研究の方法                  

 本稿その 2 では,文献調査や現地調査,ヒアリング調

査により,交流と移住を支える機能を有している施設

を網羅的に抽出する（3章）。次に,これらの施設を運営

する,任期中や任期終了後の協力隊へのヒアリング調

査を実施することで,施設の機能や運営の変遷,整備時

における連携体制を把握する（4,5章）。これら施設の

運営における①交流機会を誘発する要因と,②協力隊

の役割を明らかにする (6章)。 

 

3 対象施設に関して               

3-1交流施設の定義 

 国土交通省における「暮らし・にぎわい再生事業」

4)を活用した地域交流施設をみると,42 件中 23 件と半

数以上が,福祉施設や飲食店,集会所などの,世代間交流

を図る交流機能を有している。 

そこで本研究では,地域住民と移住者や協力隊との

交流に注目するため, 地域交流の機能に加え, 移住体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 交流施設分布図 
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表 1 竹田市の交流施設 

行政 民間 行政 民間 飲食 物販 福祉 宿泊
移住

相談
展示

1 城下町交流館「集」 〇 〇 任期中 任期中
H25年5月

※R1年6月
※〇 〇 〇

2 たけた駅前ホステル「cue」 〇 〇 任期中 終了 H29年4月 〇 〇 〇

3 リカド、※リカド2階 〇 〇 〇 任期中 終了
H27

※H29年8月
〇 ※〇

4 みんなのいえ「カラフル」 〇 〇 〇 任期中 任期中 H30年10月 〇 〇

5 古町kitto 〇 〇 〇 任期中 任期中 H27年1月 〇

※は集の運営再開日,リカド二階の運営開始日

開設時

の協力

隊種別

移住支援機能現在の

協力隊

の動向

R1年11月現在

運営開始日No 施設名称

施設所有主体 運営主体

〇

〇

交流機能

集会

〇
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験につながる宿泊や移住相談所,移住した芸術家のた

めの展示会場など,移住支援機能も併設した施設を交

流施設として,研究対象とする。 

3-2交流施設の概要と対象施設の選定 

表1に抽出した交流施設の概要を,図1にその立地を

示す。 

交流施設の運営は,民間による施設が 5 軒中 1 軒,行

政による施設が5軒中1軒,行政と民間が共同による施

設は 5軒中3軒である。 

交流施設の立地をみると,行政所有の【施設 1】は駅

から500m圏外に位置しているが,民間が運営に携わる

交流施設は,500m圏内に位置している。また,【施設3】

はバス通りに面している。これより,民間が運営に携わ

る施設は公共交通機関によるアクセス性の高い場所に

立地していることがわかる。 

現在の協力隊の動向をみると,【施設1】【施設4】【施

設5】は,任期中の協力隊が運営に携わっており,【施設

2】【施設 3】は,任期終了後の協力隊が運営している。

また,【施設4】以外は,運営開始から 2年以上が経過し

ており,機能については,【施設 1】と【施設 2】がそれ

ぞれ 4件,3件と多い。 

本研究では,行政所有と民間所有における交流施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の運営実態の違いを明らかにするため,任期中と任期

終了後の協力隊が運営する交流施設に着目し,地域住

民と移住者や協力隊との交流の実態を,運営と整備の

両面より明らかにする。そこで,運営期間が長く,交流

機能と移住支援機能を多く有する【施設 1】と【施設

2】をケーススタディの対象とする。 

 

4 任期中の協力隊が運営する交流施設                 

4−1 ヒアリング調査の概要 

 令和元年 10 月,11 月の 2 回にわたり【施設 1】の運

営者であり,現在も任期中の協力隊に対し,ヒアリング

調査を実施した。 

4−2行政が所有する運営の変遷 

【施設1】における運営の変遷を図 2に示す。 

空き物件の選定や改修する期間を「準備期」,運営開

始または運営再開した期間を「運営期」,施設機能が変

更や追加された期間を「転換期」とする。 

「第一次準備期」をみると,平成 24 年に行政が個人

所有の空き物件を購入・改修した。当初は,市立図書館

の連携施設として計画されたが,年々増加する移住者

に対応するため,移住支援施設として平成 25 年 5 月に

運営を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2 施設1における運営の変遷図 

図 3 施設1の連携体制図 

図4 施設1平面図 
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「第一次運営期」以降,竹田市企画情報課は,【施設 1】

に協力隊を運営者として配置している。また,その機能

は,移住相談所や移住者同士の共有空間,移住してきた

芸術家の展示会場など,主に移住者向けの支援が中心

であった。そのため, 移住者と協力隊に限った交流の

場であったとことがわかる。 

「転換期」である平成29年以降は,在任中や任期終 

了後の地域おこし協力隊が,民間が運営に関わる交流

施設を 3 件開設した。これにより,移住者や協力隊は

【施設 1】に限らず,地域や移住に関する情報を,多様な

場所や人から得られるようになったと推測できる。こ

のような,移住支援機能を有する複数の交流施設の開

設により,【施設1】の利用者は減少し,行政により機能

の見直しが図られた。その結果,従来の機能に加え,地域

住民と移住者や協力隊の交流機会を促進するための飲

食機能を整備することを決定し,2ヵ月間の改修を経て,

令和元年6月に運営を再開した。 

「第二次運営期」では,飲食機能を活用した,料理教室

などのイベントが,運営者である協力隊により,開催さ

れている。また運営者は,地域住民や移住者などの多様

な主体とも連携し,イベントを開催している。つまり,

【施設 1】は,移住支援機能を有する施設の開設が,相次

いだことを契機に,交流を創出する機能を充実させた。

さらに,運営者が多主体と連携して積極的にイベント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を開催することで,地域住民と移住者,協力隊との交流

機会の促進を図ることが可能になったと考えられる。 

4−3 行政が所有する交流施設における整備時の連携 

「第二次準備期」における【施設 1】の整備時の連 

携体制を図3に,空間構成を図4に示す。 

【施設1】は「転換期」に飲食を提供するために, 一

階南側の台所の水道・電気工事を行っている。このよ

うな工事業者への発注や,備品の購入,や保健所への許

可申請などは,運営者が竹田市を通じて行っている。運

営者は,整備した台所だけでなく,複数の機能を有する

共有空間も,飲食イベントとして活用し,1 階を一体的

に利用している。 

また,1階と 2階の北側はガラス張りであり,通りに

面していることから,施設内の活動が通りから見やす

くなっていることがわかった。 

 

5 任期終了後の協力隊が運営する交流施設                        

5-1ヒリング調査の概要 

令和元年11月に,【施設2】の運営者であり,平成29 年

に任期終了した協力隊に対し,ヒアリング調査を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図5 施設2における運営の変遷図 

図6 施設2の連携体制図 

図7 施設2平面図 
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した。 

5−2 民間が所有する交流施設の変遷 

【施設2】における運営の変遷を図 5に示す。 

「準備期」をみると,【施設2】の運営者は,平成26年 

8月に協力隊として着任した。運営者は,着任前から宿

泊施設の開設を構想しており,任期中に市内の飲食店

を経営し,Uターン者でもあるA氏と知り合い,平成 28

年 3 月に,共同で,宿泊機能を含む交流の拠点を創出す

る計画を開始した。この時期に,A氏は【施設 2】を購

入するために,所有者との契約交渉や,資金調達を進め,

運営者も改修やその後の運営のために,資金調達を開

始した。 

「転換期」である平成28年10月には,市内で飲食店

を経営する B 氏が,A 氏の発案により,一階の一部を利

用して,飲食店を運営することが決まった。このように

運営者は,U ターン者や市内経営者などと連携して,運

営体制の構築と資金調達を実現していた。 

「運営期」の平成 29年 3月に飲食店, 4月に宿泊施

設と順次運営を開始している。運営者は,月に一度,食に

関するイベントの実施や,地域外のゲストや U ターン

者を招いたイベントを企画している。また,イベント時

には,滞在している宿泊者や地域住民に参加を呼びか

けている。 

以上より,【施設2】は,宿泊者以外も利用できる,飲食

機能を設置したことにより,宿泊者と地域住民や移住

者,協力隊など,多様な人との交流機会を創出している

ことがわかった。 

5−3 民間が所有する交流施設における整備時の連携 

 「準備期」における【施設 2】の連携体制を図 6に,

空間構成を図7に示す。 

運営者は,改修をイベント化し,地域住民と移住者や

協力隊に参画を呼び掛けた。このように,改修作業を地

域住民に公開し,参加を促すことにより,施設開設前か

ら地域住民と移住者や協力隊との交流機会を創出し,

費用の一部削減にもつながっていることがわかった。 

空間構成をみると,宿泊者は,古町通りの正面玄関か

ら入り,飲食機能と物販機能がある共有空間を通るた

め,地域住民との場の共有が実現できている。 

 6 総括                       

本稿その2では,全国でも協力隊が最も多い大分県竹

田市を対象として,交流と移住を支える施設の運営の

変遷・整備時の連携体制を明らかにした。 

 地域住民と移住者,協力隊の交流を促進する施設は

計 5 軒あり,民間が運営する交流施設が 1 軒,行政が運

営する交流施設が1軒,行政と民間が共同で運営する施

設は3軒確認できた。これらの施設のうち,運営期間が

長く,交流機能と移住支援機能を多く有する,行政所有

の【施設1】と民間所有の【施設 2】における①交流機

会を誘発する要因と②協力隊の役割を以下に考察する。 

①交流機会を誘発する要因 

【施設 2】は,運営開始前のイベントや共有スペース

の整備を行うことで,地域住民と移住者や協力隊,地域

住民と地域外の人が交流する機会を設けていた。また,

交流機会を図る空間が,通りから視認できることは,【施

設1】と【施設2】に共通していた。 

②交流施設の運営における協力隊の役割 

【施設1】【施設2】とも運営者が,地域住民や移住者,

宿泊者が交わるイベントを積極的に実施していた。こ

れより,在任中や任期終了後の協力隊の双方が,地域住

民と移住者,協力隊の中間支援機能の役割を担ってい

るといえる。 

以上より,飲食機能や宿泊機能などの人を滞留させ

る機能を複数設け,多様な人との交流機会が図れる空

間を創ること,さらには,通りから外の様子が視認でき

るように整備することで,多様な主体の交流機会を誘

発している可能性があることがわかった。 
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